	建築一式工事業


震災を受けて、居住用・非居住用とも耐震・免震等の維持修繕工事の需要が伸びているが、全般的に公共・民間工事とも受注は力強さを欠き、業者間競争が激化し、受注価格は概ね低下している。また、東日本大震災後の復興工事の影響で、人件費や材料費の上昇が懸念される。厳しい経営環境のもと、受注と業績の回復を目指す業者は、①維持修繕工事の新規開拓、②既存受注先における建築需要の深耕、③環境対応型建築物の提案、④新建材等の開発・販売、⑤外部専門家等の助言を活用した新分野への参入に取り組んでいる。
業界の概要

建築一式工事は、構造別では①木構造、②鉄筋コンクリート構造、③鋼構造（軽量鉄骨、重量鉄骨）、④鉄骨鉄筋コンクリート造に分類でき、用途別では①居住用、②非居住用に分類できる。こうした工事を手がける建築一式工事業者は、建設業を構成する総合工事業、職別工事業、設備工事業のうち、総合工事業の「一般土木建築工事業」、「建築工事業（木造建築工事業を除く）」、「木造建築工事業」、「建築リフォーム工事業」に概ね該当する（日本標準産業分類）。建築一式工事業者は、総合的な企画調整・設計・営業・現場監理の各機能を発揮し、元請として発注者から工事を一括で受注し、専門工事業者などの複数の協力業者（2次、3次下請等）と重層的な取引契約を結び、建物の新築、増改築、改修等を手がけている。しかし、近年は受注件数の減少や工事の小規模化に伴い、元請が直接施工するケースや、住宅等の維持修繕工事の増加に伴い、専門工事業者が発注者から直接受注・施工するケースが増え、単層的な取引構造が一部でみられる。
建築一式工事業者は、政令で定める軽微な工事（工事1件の請負金額が1,500万円未満または延べ面積が150㎡未満の木造住宅の工事）のみを請け負う場合を除き、建設業法に基づく許可を受ける必要がある。許可は5年更新制で、その種類には①営業業種別（土木工事、建築工事等の28業種）、②国土交通大臣及び都道府県知事別（営業所の設置場所による区分）、③一般建設業及び特定建設業別（特定建設業は4,500万円以上の下請契約を締結できる）の3つあり、営業業種別の許可では建築工事業が最も多い。
経済や社会に及ぼす影響の大きい業界
建築投資額は、世界金融危機による景気悪化の影響を受け、平成21年度に前年度の実績を2割程度下回った後、低水準にとどまっているが、それでも業界の市場規模は大きい。24年度の建築投資の見通し24兆5,400億円（住宅14兆6,400億円／非住宅9兆9,000億円）は、震災の復旧関連投資1兆3,100億円が見込まれ、前年度を6.1％上回り、建設投資（建築投資＋土木投資）の54.2％を占め、対GDP比は5.1％となる見込みである。なお、全国の動きに及ばないものの、近畿地域の24年度の建築投資は、前年度の見込みを2.1％上回る見通しとなっている。
また、業者は、建設業法、建築基準法、建築士法、建設リサイクル法、品質確保法（住宅、公共工事）、入札契約適正化法や元請下請関係の適正化に関する法令や要綱などの様々な関係法令の遵守を通じて、過当競争の回避、工事の質の担保、受発注者間の対等な契約関係の確保、環境への対応などに取り組み、社会に及ぼす影響も大きい。
大阪の地位

24年3月末の全国の建築工事業者数170,554に対し、大阪府内の業者数は13,079と全国の7.7％を占めるが（国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」）、近年は毎年6～700程度の規模で許可業者が減っている。また、18年までの『事業所・企業統計調査報告』や21年の『経済センサス』と上記の建設業許可の動向をみる限り、事業所、従業者とも減少していると考えられる。事業所数と従業者数の対全国比は、それぞれ5.3％、7.1％で、大阪府では、個人事業所の占める割合が23.1％と全国の33.8％に比べると低く、法人形態の事業所がやや多い（『平成21年経済センサス‐基礎調査』）。
受注と各社の収益性は厳しい
大阪府における建築工事費（出来高ベース）は、全体では20年度以降減少し、22年度は、民間居住用建築物のみが減少した。公共の居住用及び非居住用の建築工事費は、公営住宅や学校、病院などの公共建築物の維持修繕工事に伴い、20年度以降増加している（表2）。しかし、公共工事費の規模は民間工事よりも小さく、一般競争入札制度に基づく受注では、価格と品質向上に向けた技術提案を重視する総合評価方式がコスト要因となるほか、電子入札システムの導入に伴い業者間競争が過当となり、落札した金額では十分に採算をとれないような受注ケースもみられる。
民間工事では、東日本大震災で停滞した住宅着工の再開、復興支援・住宅エコポイントの影響、防災対策強化マンションに対する需要増がみられるものの、業界を牽引するほどの力強さはなく、補助・金利・減税面の住宅購入支援策（復興支援・住宅エコポイント、太陽光発電に伴う補助金・余剰電力買取制度、金利優遇、住宅ローン減税、贈与税非課税枠の拡大・延長、固定資産税や不動産取得税の軽減等）の下支え効果も限定的である。また、消費税増税を見越した駆け込み需要もみられない。中長期の需要動向は、19年の改正建築基準法施行に伴う建築確認・検査の厳格化やリーマンショックに伴う雇用情勢の悪化や所得伸び悩みの影響により、低水準にとどまっている。国内工場等の民間設備投資についても、電力供給問題に伴う発電装置などの電源対策が先行し、景況の先行き不透明感やグローバル化の影響により、期待しにくい状況である。一方、大企業は海外に目を向け、新興国（タイ、ベトナム、中国）での受注が比較的好調である。

上記より、国内の公共・民間工事とも建築需要の低迷や大型案件の一巡を受けて、受注や価格面の競争が激化し、業界各社の収益性は厳しい。例えば、受注価格の1割程度の低下、東日本の復興工事に伴う建設技能労働者の不足による労務費の上昇、復興需要向けの需要増や電力不足に伴う供給不足による建設資材の価格上昇が懸念されることなどが、収益の圧迫要因となっている。さらに、市場の縮小、人口減少社会への移行、産業構造の転換などの社会的な背景が、受注及び収益性の回復を困難にしている。
復興需要は限定的で、地域の維持修繕工事に期待

東日本大震災の復興関連の受注は、一部の大手企業や東北に拠点を有する業者を除き、中堅・中小の業者にはほとんどみられない。このため、大半の業者が地域の建築需要の開拓に注力しているが、関西圏の建築物の多くが、阪神・淡路大震災後に新築あるいは改修されているため、築年数が短く、昨年の震災を受けて新築・改築するケースは少なく、維持修繕工事に期待せざるを得ない状況である。そして、限られた施工案件をめぐって大手企業と中堅・中小業者の受注競争が激化し、知名度やブランド力に乏しい中堅・中小業者は苦戦している。
価格競争の回避と、新たな需要の喚起が課題

受注の増加が見込めず業者間競争が激化する中で、需要面の課題は、建築物の付加価値を高め、官民一体で新たな需要を喚起することである。また、供給・人材面の課題は、後継者や専門工事を手がける協力業者の技能労働者の不足感が高まっているため、労働者の待遇や就労条件を改善することが急務となっている。
こうした課題を受け、業界各社は、①経営改善（設備のリース化、雇用調整、材料の共同購入による経費削減、営業強化による既存受注先の建築需要の深耕）、②建築サービスの質の向上（「大阪府住宅リフォームマイスター制度」に基づく責任施工、組合と施工業者による二重保証や長期保証制度の実施）、③新しい施工技術・材料の開発（ナノ技術を応用した吸熱効果の高い塗料の開発・使用、竹等の自然素材を使った熱伝導性の高い床材の開発・海外販売）、④新分野の開拓（耕作放棄地での農業生産と食品加工、国産材料を使った家具の製造）、⑤人材の確保難に伴う省力化（職人に高度の熟練を求めない工業化工法の導入）等に取り組んでいる。
これらの取組の多くは、まだ目に見えて効果は現れていないものの、各業者は、立地する地域の実態や課題により目を向けることによって、激化する価格競争を回避しながら新たな需要の開拓に取り組んでいる。
その中で、業者の中には、官民とも新規建築物件一辺倒ではなく、歴史的建造物を含む大規模な建築物の維持修繕やリニューアルの工事として、免震・耐震、空調や昇降機の取り替えや補修、外壁の改修などの工事を積み重ねることの重要性を指摘する声がある。また、公共工事を中心に手がけている業者では、コミュニティやまちづくりとの関係の中から、地域社会の維持において求められる建築需要として、新エネルギー分野を活かした環境に配慮した建築物や防災に配慮した建築物の需要に期待するところもある。
今後の見通し

受注件数が減少し業者間競争が激化しているため、業界各社は、明るい将来展望を描くことができない。各業者の経営努力の余地が少ない中、自民党が、災害に強い国土づくりに向けて、10年間で200兆円の公共事業を行う「国土強靭化基本法案」を国会に提出した。しかし、現在の社会経済情勢からみて、法案の成立よりもむしろ、消費者や業者に対し、住宅取得支援諸施策や「建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業」などの施策を効果的に広報し、維持修繕や環境面の価値を付加した建築物に対する需要を喚起し、多角化や転業などの新事業展開への取組の動機付けを地道に推進していくことが、業界各社の経営改善や自立的回復を図る上でさらに重要性を増すと考えられる。
（天野　敏昭）
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[image: image3.emf]表１   建築一式工事業の事業所数、従業者数   （単位：事業所、人）  

  大阪府   全国  

  事業所数  従業者数   事業所数  従業者数  

平成  3 年   8,901  127,090   152,894  1,573,567  

 8 年   9,712  130,711   168,177  1,705,961  

 13 年   8,500  95,962   154,660  1,353,789  

 18 年   7,480  77,836   144,217  1,145,284  

 21 年 ( ※ )   7,747  77,860   146,415  1,092,415  

( 一般土木建築工事業 )   974  21,670   17,004  307,613  

( 建築工事業 )   3,690  40,706   46,813  421,161  

( 木造建築工事業 )   1,728  8,290   67,976  289,473  

( 建築リフォーム工事業 )   1,355  7,194   14,622  74,168  

資料：平成 3 ～ 18 年は、総務省『事業所・企業統計調査 報告』。平成 21 年は、総務省『 平成 21 年 経済センサス ‐基礎調査 』。   ( ※ ) 平成 18 年までのデータと 21 年のデータの連続性はない。   注１：データは、一般土木建築工事業、建築工事業（木造建築工事業を除く）、木造建築工事業、建築リフォーム工事業の合計。 ただし、平成 3 年及び 8 年の建築リフォーム工事業は、建築工事業と木造建築工事業に含まれている。   注２：平成 21 年のみ、上記の小分類のデータを併記した。  

[image: image4.emf]表２   大阪府における建築工事費の推移（出来高ベース）   （単位：百万円）  

  民間   公共   合計  

  居住用  非居住用   居住用  非居住用  

平成  3 年度   1,477,744  1,930,367   98,611  267,548   3,774,269  

 8 年度   1,817,687  738,482   88,853  264,361   2,909,382  

 13 年度   1,309,782  524,425   82,326  117,016   2,033,550  

 18 年度   1,308,969  529,752   61,824  62,358   1,962,903  

 19 年度   1,164,389  667,028   53,489  65,782   1,950, 688  

 20 年度   1,105,086  813,011   41,676  43,417   2,003,191  

 21 年度   964,654  546,467   44,367  58,144   1,613,632  

 22 年度   856,541  589,327   63,040  67,433   1,576,340   全国 23,241,523  

資料：国土交通省『建設総合統計（年度報）』。   注１：非居住用は、①鉱業、建設業、製造業用、②商業、サービス業用、③その他の合計である。  

